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1　問題意識
（1）企業コミュニティと個人のキャリア
　主として 1990年代半ば以降から 21世紀初頭に
かけて（したがって景気変動に着目すると、バブ
ル崩壊後の平成不況からリーマンショック後の時
期を念頭に置いて）、日本の企業コミュニティの
持続の相と変化の相に注目しつつ、それと軌を一
にしつつ浮上してくる個々人のキャリア、人材形
成という概念のもつ意義と課題を明らかにするこ
と、これが本稿の最も基本的なねらいである。
　ところでいまなぜキャリア形成の問題を企業コ
ミュニティとの関連で考察することが意義あるこ
となのか。企業コミュニティの変化と労働者の
キャリアとはどのような関係にあるのか。稲上
（1999）によれば、日本型雇用システム＝企業コ
ミュニティには、成員に対する長期的生活保障と
長期的能力開発という二つの編成原理が働いてお
り、この編成原理を制度的に支えているのが、長
期的安定雇用と年功序列、および OJT プラスキャ
リア管理による人的資源形成メカニズムである。
しかしながらこの企業コミュニティは変化しつつ
ある。環境変化により、コミュニティの範囲が縮
小する（佐藤博樹 1999, pp.37-9）、コミュニティ
の内部が競争的になる、などは変化の相を示す例
である。Inagami and Whittaker（2005）が解
明したこの間の大メーカーの動向――組織ヒエラ
ルヒーのフラット化、株主重視の金融化、会社、
部門、個人レベルでの成果重視の分権型責任経営
と人事制度、会社組織への忠誠心よりもより限定
的な仕事に貢献する創造的人材の活性化――はい
ずれも変化の相に馴染むエビデンスである。つま
り「企業コミュニティは市場サイドに寄った」1）。
それは、企業コミュニティの基盤をなしてきたは
ずの長期に及ぶ雇用保障と能力開発、さらにその
制度的支柱である OJT プラスキャリア管理によ
る人材形成のしくみにも影響を及ぼす。さらに企
業コミュニティが担ってきた長期雇用保障と能力
開発の比重が低下していくとすれば、成員の自立
や自己責任が促されていくことになるにちがいな
い。すると個々人の側も自らのキャリア志向や能
力開発のしかたについて考える余地が高まる。企
業コミュニティが変化し、「市場寄り」になると、
改めて個々人のキャリアや人材形成という言葉の
重みが増すことになるといえるだろう。
　企業コミュニティの変化とキャリアとが出会う
地点の一つはここにある。またいまなぜキャリア
なのか、という問いかけを、企業コミュニティの
変化と関連付けて考察する意義はここにある。
（2）個人のキャリアを捉える視点
　一方、この課題遂行には、個人のキャリアを分
析するための観察眼を磨く必要がある。既にキャ
リア志向という言葉が使われたが、このキャリア
志向という概念は、もともと方法的には、行為者
による状況への定義付け（主観的視点）と労働市
場の内部化という客観的視点とを見失うことなく
労働者の意識を内側から理解するために工夫され
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た概念だ（稲上 1981, pp.22-23）。すると、キャ
リア志向という概念は、労働者が企業で長く働く
という客観的事実への視点（＝外的キャリアへの
視点）とその企業で長く働く個人の側からする主
観的視点（＝内的キャリアへの視点）の二つをも
つといえる。本稿では、社会学者によって開発さ
れたこのキャリア志向という概念の特長ともいえ
る主観・客観双方の視点の持ち味を援用してみた
い。
　だがキャリア志向の持ち味はこれにつきない。
キャリア志向という言葉には、キャリア志向の多
様性及び個人の組織への関わり方の違いという含
意がある。「管理職志向のばあいがいずれの項目
に対しても最も肯定的あるいは積極的であり、つ
いで専門職志向、役付者志向、勤め上げ志向、成
り行きまかせという順序でその図柄が小さくな
る」（稲上 1981, p.73）。つまりキャリア志向には、
個人による差異があり、このキャリア志向を軸に
個人の組織への関わり方が正負の相関をもって関
連しているのだ 2）。すると、個人のキャリアを組
織がどう支援し管理するかは個人にとっても組織
にとっても大きな意味を持つ。
　本稿では、こうした社会学的なキャリア志向と
いう概念に加えて他のディシプリンのキャリア研
究の特長を生かしながら、この間のキャリア環境
の変化とキャリアに関する研究成果を考察する。
キャリア研究の視点には、a）客観的（外的）キャ
リアの視点と、b）主観的（内的）キャリアへの
視点の二つがあるが、上記の主観・客観双方の視
点をもつ社会学者の「キャリア志向」は a）と b）
双方重視型のアプローチを特長とする。もとより
キャリア研究の方法はこれに限られない。このa）
と b）のどちらを重視するかによって、キャリア
の研究系譜を以下のように分けてみることができ
る 3）。
　a）のキャリアへの客観的視点を重視する系譜
は、労働経済学者による知的熟練論が代表的なも
ので、組織内キャリアのヨコの異動と縦の昇進の
組み方が仕事の効率にどう影響するか、という関
心の下に研究を蓄積してきた。ここでは、キャリ
アとは、主に組織内キャリアでの異動と昇進、イ
ンフォーマルな OJT の集積として想定されてい
ることから、外的、客観的な視点が重視されるこ
とになる。
　一方、b）の視点の研究のほうは、心理学的視
点や教育学的視点からのキャリア研究を挙げるこ
とができるだろう。これは個人のキャリアを個人
自らがどのように受け止め、解釈し、意味付けし
ているか、その内的世界について主観的視点から
アプローチするものだ。
　人材形成とキャリア形成は企業コミュニティ維
持にとって重要な機能要件をなしてきたが、企業
コミュニティが変化しつつある中で、個人の人材
形成とキャリア形成の比重が増してきた。一方、
その個人のキャリアに接近する際の観察眼の検討
も欠かせない。
　以下、本稿ではこうしたキャリアへの観察眼の
持つ特長を意識しながら、個人のキャリア形成に
関心を寄せた研究のサーベイを試みることにした
い。
2　	内部労働市場の生成と衰退――い
まなぜキャリアが問題なのか？
　改めていまなぜキャリアが問題なのか。以下で
は、人材形成を含めた形でのキャリアが問題に
なってきた背景を押さえるために、企業コミュニ
ティを内部労働市場としてとらえ、その生成と衰
退を主としてアメリカを中心に長い時間軸の中で
振り返る。キャリア形成及び人材形成がクローズ
アップされてきた背景を理解するには、比較的資
料に恵まれている内部労働市場（及び教育訓練や
人事管理）に注目することが有益と考えるからで
ある。
（1）	 人材育成の場としての内部労働市場お
よびその形成過程
　内部労働市場は人材育成の場としての機能を持
つが、内部労働市場の形成には長い歴史があった。
1916年の労働史研究には、内部労働市場を「よ
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き仕事」とし、それには内部昇進とキャリアが伴
う、という考え方がみられる。「最も重要なのは、
キャリアと昇進に関する職業主義者の扱いを、人
事管理者が摂取したことである」。『反復的な工場
労働が十分なキャリアを必要としている工場を
私はほとんど知らない』。･･･ 職業指導運動に密
接に結びついていた諸組織・個人は、労働者の企
業内昇進プランの推進にとりわけ強い関心を示し
た」（ジャコービィ 1985→ 1989, pp.126-7）。
　ここには後に内部労働市場と呼ばれることにな
る萌芽的な要素が示されている。ところが、その
65年ほど後には次のような記述がなされること
になった。「1980年代末から 1990年代初めにか
けて、長い在職期間をもつ男性管理職の雇用安定
が急激に悪化した。長期雇用と十分な諸給付の提
供をこれまで誇ってきた企業群――コダック、デ
ジタル・イクイップメント、IBM――も、今で
は数千人もの従業員を解雇し、中間管理職に暗黙
裡に約束していた生涯に及ぶキャリア型の仕事を
シュレッダーにかけたのである」（ジャコービィ
2005, p.153）。
　この間に一体何があったのか――。この検討を
本稿では、内部労働市場の形成過程を 3つの時期
区分、つまり① 1880年から 1910年代までを労
務管理なき時代、② 1910年代から 1970年代ま
での人事管理の受容と成長期、③ 1980年代から
2000年初頭にかけての ILM 型伝統的モデルの変
質及び衰退期、に分けて行う。ここで①は内部労
働市場形成以前の時期に、②は内部労働市場の形
成期に、③は内部労働市場の変質及び衰退期に、
それぞれ対応する。
（2）時期区分にそった傾向
＜①の労務管理なき時代＞
　この時期は職長たる親方によって労働が統制さ
れていた時代であり、そこでは会社―親方―子分
という間接的統合が主流であった。労務管理が浸
透した直接的管理ではなく間接的であったのは、
管理はもっぱら親方が体得した技能によってなさ
れていたからであり、その技能にゆえに、労組活
動家、人事管理者たちと対立する関係にあった。
労働移動も高かった。この時期はいみじくもジャ
コービィがいうように「労務管理なき時代」だっ
たのである。会社組織に、人の採用、配置、異動、
昇進、賃金支給のルールをつかさどる人事労務管
理機能がなかったという意味では、この時期を内
部労働市場形成以前の時期と括ることが許されよ
う。
＜② 1910年代から 1970年代までの人事管理の
受容と成長期＞
　この時期は、内部労働市場が形成され始めた時
期である。というのも、組織において、労働力の
価格付けと配分が一定のルールと手続きで決め
られているとき、そこに内部労働市場が形成さ
れているといわれるが（ドリンジャー・ピオレ
1971→ 2007）、それは組織に人事管理のルール
が形成されていることと同義であるから、内部労
働市場の形成は人事管理及びそれを担う部署の形
成を伴うことになるからである。内部労働市場に
おいては、人事機能を担う部署＝人事部が一定の
ルールに基づいて労働者を統制するので、直接的
管理が浸透する。この親方請負制＝間接的管理か
ら直接的管理への転換を促したのが、テイラーの
科学的管理法であった（テイラー 1911→ 1969）。
時期的には 1910年～ 20年代のことである。
　「「良き仕事」とは内部昇進を伴うものだ」とい
う言明もちょうどこの頃になされた。またスリク
ターが、当時の工場に昇進制度がないと批判した
のもこの頃のことだ（ジャコービィ 1985→ 1989, 
p.127）。1950年代になると、GE では大規模で官
僚制的な経営階層組織を構築し大量の大卒採用者
の大半をプログラムにのせて人材育成をはかって
いたことが当時の記録からわかっている。
＜③ 1980年代から 2000年初頭にかけての ILM
型伝統的モデルの変質及び衰退＞の時代
　この時代は、②の時期に形成された内部労働市
場型伝統的モデルが変質し始めた時代である。「こ
れまで市場の力を緩和させてきた多様な内部労働
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市場の調整機能が低下し、外部の市場原理への依
存を強めようとする動向」が生じてきた、という
キャペリの指摘はこの時期に生じた変化の本質を
捉えたものだ（キャペリ 1999→ 2001）。また冒
頭に引用した「中間管理職に暗黙裡に約束してい
た生涯に及ぶキャリア型の仕事はシュレッダーに
かけられた」というジャコービィの見方もこれと
共鳴している。内部育成ではなく外部採用が増加
してきたこと、また特定企業に長期にわたって勤
続する者が減少してきたこと、これまで長きにわ
たって雇用を保障してきたとされる大企業でもダ
ウンサイジングやリストラクチャリングを敢行す
るようになったこと、製品市場の環境は急速に変
化し、不確実性が高まっている一方で、需給両面
にわたる正確な予測は困難であることから、従来
の人員計画のプロセスは硬直的との印象が免れな
いこと、ゆえに人件費コストが企業にとって大き
な負担になり始めてきたこと――。こうした現象
はいずれも＜②の時代＝内部労働市場の形成時代
＞が次第に変質しつつあることを告げている。
（3）日本の場合
　一方、日本の場合はどうか。職業訓練史の時期
区分によると、幕末から明治 30年頃（1907年）
にかけては、新技術を外国人技師から伝習した「技
能伝習制」や親方職人の下での「徒弟制」による
技能形成が主であったから、この時期は、企業内
人材育成の以前にあたる（隅谷 1970）。そこで内
部労働市場形成時期のメルクマールを、企業での
訓練学校（や養成工制度）、もしくは新規学卒採
用の普及時期とするなら、それは 20世紀初頭か
ら前半とみることができる。隅谷（1971）によると、
養成工制度は、大工場での機械工業化に伴い、大
量の熟練工が必要とされ、組織的に職工養成が
なされた 1907年～ 1945年頃とされている。ま
た新規学卒採用の普及は 1920年代であるとされ
る 4）。ちなみに官営八幡製鉄所の場合、1897年
から 1919年頃は帝国大学出身者の高級技術者を
獲得していたが、「随時行われる中途採用とは裁
然と区別されるカテゴリーとして把握され、職員
の採用管理の中核に位置付けられる」ようになる
のは、1920年代後半である（菅山 2011，pp.128-
132）。
　内部労働市場の形成がおよそこの時期だとす
ると、日本の場合の衰退期は、バブル経済崩壊
後の 1990年代であろう 5）。長期的な職業能力開
発の推移を分析した研究によると、「1970年代
～ 1990年代とくらべて 2000年代前半は雇用者
の企業内訓練の機会が低下した」とされる（原
2014）。またこれまで安定雇用を誇ってきた日本
を代表する大企業でも倒産が発生し（山一証券と
北海道拓殖銀行の破綻）、中高年管理職を標的と
したリストラクチャリングや早期退職が社会に衝
撃を与えた。人事制度のしくみも、正社員を対象
としたこれまでの長期雇用の規範の及ぶ範囲は狭
まり、規範の及ばない非正規雇用が 90年代後半
から 2000年初頭にかけて急増した。また 90年代
後半からは学生の就職難が表面化し、「就職氷河
期」や若年非正規労働者を指す「フリーター」と
いう用語がポピュラーになった。
　このようにアメリカと比べて遅れてではある
が、日本でも内部労働市場の衰退を告げる出来事
は生じていた。日本の場合、1985年から 90年代
にかけて見落とせないのが、公共職業訓練政策の
変化である。すでにみたように日本の場合は、20
世紀初頭期から養成工制が主導し、その後も事業
主への支援を通じた能力開発支援、つまり「会社
主導型の能力開発」が職業訓練政策の基調をなし
ていた。しかしその基調は 1985年、これまでの
職業訓練法から職業能力開発基本法へと改正され
たことを機に変化を遂げていく。文脈上とくに重
要なのは、第 5次基本計画（平成 3年度から平成
7年度）であり、職業構造の変化やサービス経済
化を背景に、ホワイトカラーを始めとする高度訓
練システムの整備と訓練機会の支援を、これまで
のように事業主に対してではなく個人に対して行
うことになった。職業能力開発政策の「個人主導
型能力開発」への転換と呼ばれるゆえんである。
組織主導型から個人主導型へと舵を切り、ホワイ
トカラーを対象とする職業能力習得制度（ビジネ
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スキャリア制度）がクローズアップされた背景に
は、リストラクチャリング、人事制度の成果主義
化、出向・転籍、非正規雇用、アウトソーシング
の増加といった労働市場の変化があったのである
（職業能力開発行政史研究会 1999）。
　組織主導型キャリアから個人主導型のそれへの
移行は、それを主導した諏訪（1999）によるキャ
リア権の提唱となって展開されていくことにな
る 6）。
　以上、個々人のキャリア形成と人材形成という
言葉が浮上してくる背景について、内部労働市場
の衰退という視点からやや長い歴史的スパンの中
で考察してみた。だが、そもそもキャリア研究と
はどのような研究を指すのか。この点については
3で考察することとしたい。
3　	キャリア形成と人材形成を考える
視点と本稿の三つの視点
　ここではキャリアを、人が長い時間スパンの中
で経験する仕事と生活及びそこから生じる意識と
定義しよう。人のキャリアは、いろいろな要因か
ら影響を受ける。複数の要因群を大きくⅠ外的
キャリアに関わる要因もしくはキャリアが埋め込
まれている文脈的要因（法や制度、政策などのレ
ベル、学校や企業などの組織レベル、家族レベル
など）と、Ⅱ内的キャリアもしくは個人の視点に
関わる諸変数（能力、態度、適性などの個人的資
質やキャリア志向、キャリア自律などのキャリア
の性質を示す変数、さらに性別、年齢、職種、最
終学歴など）とにわけることができる。キャリア
研究とはこうした要因や変数群を想定しながら、
どういう場で（Ⅰ）、どういう主体が（Ⅱ）、どう
いう経験や活動をすることで（Ⅲ）、どういう結
果に至るか（Ⅳ）についての理論的、実証的な研
究ということができる（佐藤 2013b；2014）。
　すると、伝統的なキャリア研究は、主として特
定大企業という場で、男性正社員が、長期にわたっ
て仕事を経験しながら、どのようにスキル形成や
能力開発をしているか、に関心を寄せてきたとい
える。しかしながら、既述のように環境変化の中
で、これまでは暗黙裡に当然視されてきた前提が、
変化しつつあり、それを改めて問い直す必要があ
るのも事実である。
　2では企業コミュニティもしくは内部労働市場
形成以前期→内部労働市場の形成期→内部労働市
場の変質・衰退期という歴史のなかで現在の位相
をとらえてみた。本稿でいう企業コミュニティの
変化は、このうちの内部労働市場の衰退期にあた
る。そしてその企業コミュニティの変化は、個人
のキャリアと人材形成という言葉への関心を高め
る。ここで企業コミュニティの「変化」とは、三
つの意味を持つ。一つは、企業コミュニティの範
囲が狭くなることである（例えば成員である正社
員の減少と非正規の増加）。二つは、企業コミュ
ニティ内が競争的になることである（例えば、短
期目標に追われ、学習時間がとれない、あるに
は職場での教えあう関係が困難になるなど）。三
つは、企業コミュニティの成員に「自立」「自律」
といった新しい内面規範の形成を促すことであ
る（例えば、人に依存せず自律的に学習すること、
コミュニティまかせではなく自分で自分のキャリ
アを考えること）7）。
　本稿では、こうした「変化」を示す諸現象のな
かでも、1990年代後半から現在までで、関心を
呼んだテーマとして以下の三つを取り上げてみた
い。
　第 1は、キャリアの入り口、若年者の初期キャ
リアへの関心の高まりである 8）。学校教育から企
業への移行過程にも若年フリーター問題に代表さ
れるキャリアパスの変化が表面化し、学校側での
対応としてのキャリア教育の取組みや教育の職業
的レリバンスの強化などの必要性が指摘されてき
た。
　第 2は、組織フラット化や管理職ポストの不足
等を背景に、個々人の内的キャリアもしくは個人
の属性やキャリア志向に関わる変数――例えば、
性別、年齢、職種、学歴、働く意欲、価値観など
――の点で多様な労働者を想定しながら、管理職
昇進以外のキャリア志向者、さらには複数企業を
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視野に入れたキャリア志向者などを想定した研究
への関心が高まった。知識労働者のキャリア発達
に関する研究や転職者のキャリアの研究などがそ
の例である。
　第 3は、高齢化の進展にともない、また高年齢
者雇用安定法の改正にともない、60歳代前半期
までの就業機会、さらに職業キャリアだけでなく
高齢期の仕事からの引退過程及び引退後の生活ま
での生涯キャリアという時間スパンの中で捉え、
生きがいや自己実現に及ぼす要因がいかなるもの
かの考察も重要な課題となってきた。
　総じて、これらの三つの研究テーマの背景には、
先の企業コミュニティの「変化」の三つの意味が
含まれている。
　以下では、これら三つのテーマ群にそってこの
間の主要な研究についてサーベイすることとす
る 9）。
4　	企業コミュニティの変化と初期キャ	
リア
（1）	 企業コミュニティに入る手前の初期
キャリア問題の意味するもの
　初期キャリアに位置する問題は、若年の企業コ
ミュニティへの参入が困難になることに起因す
る。これは企業コミュニティの変化のうち範囲の
縮小と深く関わっている。
　ところで、企業コミュニティは人材形成の主要
な場であり、日本の場合、職業能力の形成がもっ
ぱら入社後の企業コミュニティ内部での長期に及
ぶ OJT をベースとした訓練によってなされてき
た経緯からすると、その範囲縮小は、若者の正社
員就職の縮小→良好な OJT 機会の低下を意味す
るだけでなく、企業の側からする成員の訓練可能
性の劣化という問題をも招く可能性がある。ひい
てはそれは冒頭に記した企業コミュニティの編成
原理及び機能要件である成員の長期的能力開発の
維持が脅かされる危険性を秘めている。このこと
は企業の外側に人材形成機能を補完する場を設け
る必要性を高めるが、人材形成機能を補完する場
の一つは学校教育であるだろう。そこで以下では、
学校から就職への移行を含む若年初期キャリア問
題を、学校教育と企業内教育訓練との接続問題と
して位置付けながら、＜学校教育―就職―入社後
訓練機会＞という枠組みの中でこの間の調査研究
をサーベイする。
（2）学校教育から企業社会への移行
　図 1は、学校から企業社会への移行が変化した
ことに伴う問題を考察するための概念図である。
1990年、つまり 1980年代までは、学校から企業
社会への移行は、円滑に行われていた。ところが
1990年代に入り、学校から企業社会への移行に
揺らぎがみられ、学校を卒業しても就職しない（あ
るいは出来ない）若年無業者が増加してきた。こ
の揺らぎの背景には、「学生や生徒を送り出す側
の要因」と「受け入れる側の要因」、そして「送
り出す側と受入れる側の調整要因」がある（耳塚
2005）。
　まず高卒の場合、受入れ側要因で大きいのは、
労働市場の狭溢化である。これは高卒労働市場が
最も減少幅が大きかった。「1990年代初期までに
150万人を超えていた高卒求人数は 2002年には
30万人を割り込んで 24万人まで激減した。高卒
求人倍率は 3.32倍（92年）から 0.90倍（03年 3月）
へと急激な低下を見た」。 
　つぎに送り出し側要因では、進路指導の可能性
重視型（実際になれるかどうかを重視）から主観
的価値重視型（本人がなりたいことを重視）への
変化によって、実際に「可能な選択肢へと生徒た
ちの志望を水路づけて、職業社会へと配分する機
能を弱体化させた」（耳塚 2005, p.24）ことが大
きい。
　最後は送り出しと受入の調整要因であるが、高
等学校の場合、これまでの調整のしくみ（指定校
制、校内選考、一人一社制）が、90年代の求人
減のもとで機能しなくなったことが大きい。
　つぎに大卒の場合である。まず大学進学率につ
いては、男女とも一貫して拡大傾向にあり、それ
はとくに女性で顕著である。また大卒者内での
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就職率は、いわゆる「バブル期」までは 80％前
後の高水準で推移していたが、その後急低下し、
2005年頃から再上昇しているが「バブル期」の
水準には達していない。さらに、最近の大卒労働
市場については、大学進学率の上昇は、求人倍率
を低下させないが、私大の割合が高まるとマイナ
スの影響を及ぼすこと、進学率の上昇は就職率に
悪影響を及ぼしていること、私大の就職率は、景
気変動の影響を受けやすいが、工学部は他より影
響を受けにくいこと、などが指摘されている（太
田 2012）。この分析結果からは、私大はこの間進
学率拡大に寄与してきたが、その中には、就職で
苦戦を強いられている学校が少なくないことが示
唆されている。この結果は就職に関する学校間格
差や学校歴格差と整合的である。
　つまり大卒就職の場合は、高卒ほどではないが、
依然厳しい点では変わりはない。一方大卒と高卒
で異なるのは、大卒の場合、進学率の上昇に伴う
学校間格差が顕在化していること、また調整シス
テムの要因として、就職活動や教育内容の職業的
レリバンスに関わる問題の比重が大きい、という
点がある。
　このように高卒にせよ大卒にせよ、学校から企
業社会への移行に揺らぎが生じている。では、こ
うした揺らぎが若者のキャリア形成、人材育成面
でなぜ大きな問題となるのか。
　それは、日本の職業能力形成が、あまりに企業
内教育訓練に依存してきたからである。
　教育訓練は、一般的教育訓練（例えば普通高校
での訓練など）と職業に関わる職業的教育訓練（職
業高校での訓練など）に区部できる。また教育
訓練は学校在学中の職業訓練（Initial Vocational 
Education and Training。IVET と略）と学
校卒業後の職業訓練（Continuous Vocational 
Education and Training。CVET と略）に区分
できる（仁田 2012）。
　日本の場合、IVET にあたるのは、職業的教育
訓練ではなく、もっぱら一般的教育訓練が主流で
あり、CVET にあたるのは、もっぱら企業内教
育訓練、それも主に OJT に任されているといっ
ても過言ではない。端的にいうと、学校では（職
業との関連の弱い）一般的教育をうけ、その後の
職業訓練は企業内の OJT が担っているというこ
とだ。
　中卒から普通高校を経て大学への進学が主流に
なり、職業高校への進学者は多くないこと、また
公共職業訓練校は概して、在職者の向上訓練や離
職者訓練が主であり、学卒訓練は低調であること
 
　　　　　  ＜送り出し側＞ 　　  ＜受け入れ側＞送り出し側と受け入れ
側の接続
学校 企業社会
学校 企業社会
若年無業者
1990年代
まで
1990年代
以降
図 1　学校から企業社会への移行の変化の概念図
（出所）筆者作成。
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などがその背景にある 10）。
　とすると、企業内教育訓練機能が低下すること
は、若者が必要な職業能力を習得し訓練する最大
の場と機会を喪失することにつながる。学校から
企業社会への移行の揺らぎが大きな問題となるの
は、職業能力及びそれと連動したキャリアを形成
する場と機会、つまり企業内での長期に及ぶ仕事
経験と OJT による獲得機会を失うからに他なら
ない。しかも肝心の OJT 機会は雇用されなけれ
ば獲得できない。換言すれば、学校から企業社会
への移行の揺らぎにこれほど大きな関心が寄せら
れるのは、日本の職業能力がいかに企業内教育訓
練と OJT に依存してきたかを映しだしていると
もいえる。
（3）	 ＜大学での教育・学習→就職活動→入
社後の学習＞枠組みにおける論点
　すでにみたように、日本では、高度経済成長期
から 1980年代までは学校から就労への移行は比
較的円滑なものであった。だが、90年代半ば以
降、学校から企業社会への移行期におけるさまざ
まな変化が指摘されるようになってきた。大学か
ら企業社会への初期キャリアにおける変化への関
心は、いくつかのテーマ・論点にわけることがで
きる。人材育成の観点からみて重要なものとして
以下が指摘できる。
　第 1は、学校を卒業してもそれに見合った就職
ができない、また就職しても早期に離職してしま
う、という問題である（小杉 2010；小川 2013；
尾形 2013）。例えば学校を卒業してフリーターに
なったが希望する正社員としての就職先が見つか
らない。また若年フリーターからみて学校教育は
あまり役に立つものとして認識されていない、と
いう問題などはその例である。意欲がありながら
非正規正社員のままでいることは、育成の最重要
要素である良好な OJT 機会へのアクセスの制約
という意味でこの論点は重要である。
　第 2に、学校歴が就職機会とどのように結び付
いているのかという論点が出てくる。従来までも、
学歴というものが、どのようなメカニズムで就職
前と就職後での格差を生み出すのか、について関
心が寄せられてきたが、ユニバーサル段階（マー
チン・トロワー）に入った今日、大学間の格差は
着実に広がりつつある。就職というものを入社後
の OJT 機会や良質な仕事経験＝昇進機会を得る
最初のステップとして位置づけるなら、この論点
は人材育成を考える上で重要である。
　第 3は、学校で教育したことや学習したことと
就職してから求められる能力との間の関連がどの
ようなものかという論点がある（本田 2009）。端
的にいうと学校教育の就職後のキャリアへの効果
である。その背景には、現在の日本の学校教育で
の内容は、入社後の職業キャリア形成にとって必
ずしも有効でないという声がある。企業で求めら
れる能力というものが、それに先だって習得され
るべき学力から影響を受けているとすれば、この
論点は採用後の人材育成に正負の影響を及ぼすと
いう意味で重要である。
（4）＜入学・学習→就職活動→入社後の定
着＞枠組みにおける実証知見
①大学教育と就職活動との関係に影響を及ぼすもの
　大学教育と就職との関係に影響を及ぼすものは
何か。就職結果を被説明変数にして、それに及ぼ
す影響が①出身背景なのか（出身階層仮説）、②
入学した大学なのか（学校歴仮説）、③学生生活
の過ごし方なのか（大学生活仮説）、④就職活動
なのか（OB を含む就職活動仮説）――。JILPT
や就職研等のデータで検証した研究によると以
下が指摘されている（平沢 2010：81）。a）就職
結果を企業規模や職種という客観的な指標でみれ
ば、選抜度の高い大学出身者は大企業に入りやす
く、専門職につきやすい。b）初職が正規雇用で
あることと大学の選抜度は関係ない。c）希望し
た仕事と大学選抜度とは関係なく、大学生活と関
係ある。d）成績と就職結果は正の関係がある。e）
就職活動の効果は限定的である。f）出身階層の
影響は直接効果としては認められない。g）以上
の傾向は、バブル経済期を除き近年まで比較的安
定している。以上のことは、学校歴仮説と大学生
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活仮説が成立していることを示している。
　梅崎・田澤（2013：96-97）も、ある意味で学
校歴仮説の成立を見出している。つまり難関大学
では満足度、企業規模に対して正の効果、離職に
対して負の効果を確認している。つまり学校歴仮
説を見出している。また非難関大学では、大学教
育が内定獲得と満足度に正の影響を与えている、
規模と離職には影響を与えていないことを見出し
ている。さらに教育の直接的な効果だけでなく、
就職活動過程（説明会に参加しはじめた時期やエ
ントリー数などの変数）を媒介した効果もあるこ
とを確認している。非難関大学では、キャリアガ
イダンスやキャリア教育などで就職活動を促すの
で、内定獲得に寄与するが、大企業への就職にむ
すびつきにくく、また早期に離職する、といった
教育効果の限界も示唆されている 11）。
②初期キャリアでの定着と育成
　ところで、初期キャリアそれ自体、すなわち就
職活動→入社後定着→育成についての研究も重要
である。川喜多（2010：283-4）によれば、初期
キャリアとは大卒入社者の 7年目くらい（年齢で
は約 30歳）を指すが、それは①初職（最初のキャ
リア（職業・企業））選択（就職行動・採用行動）、
②通過儀礼・オリエンテーション（新入社員研修・
初期 OJT）、③初期キャリア（3年間ぐらい）（定
着と移動・独り立ち、基本技能の習得・職場の人
間関係技能の習得）、④職場第一線監督者・リー
ダーへの移行（後輩指導・監督能力の習得・クラ
イエント関係の確立）といった4つの階段からな
るとする。
　このうち初期キャリアのなかでも、重要な定着
に関するヒアリング調査によると、離職した若者
と就業を継続した若者を分けているものは、必ず
しも仕事のきつさや労働時間の長さではなく、「職
場への受け入れられ方」「仕事の覚え方・教えら
れ方」「職場の上司・先輩との関わり方」の違い
であり、より具体的には「職場適応のための（同
期とのつながりを形成する時間など）クッション
期間」「職場の上司・先輩による育成の姿勢」「上
司・先輩の働き方を具体的にみる機会」が重要で
あるという（上西・川喜多 2010：19）。
　こうした入社後の初期キャリアで、個人がう
まく定着していけるかどうかについての関心は、
最近の心理学的研究によって、「組織社会化」要
因の持つ効果という形で検証されている（小川
2013；尾形2013）。組織社会化戦術とは、初期キャ
リアでの人材育成の方針を意味するもので、新人
に対する組織内での役割遂行を促すための組織的
働きかけと定義される。たとえば新人への働きか
けを集合的、規則的、連続的に行っていると（制
度的社会化戦術という）、新人の置かれた環境に
関する学習（外部学習環境）が充実し、所与の役
割をうまく引き継ぐ保管的役割反応を促す（小川
2013）。
　また組織社会化が円滑に進むには、職場全体に
コミュニケーションを取り合える風土が重要であ
る。だが、上司の職務負担が多過ぎる、上司の能
力が低い、上司と部下間に信頼関係が形成されて
いない、上司が部下に過大な要求をする、場合に
は、「上司とのコミュニケーションが増えれば増
えるほど、若年ホワイトカラーの職業的社会化が
阻害される」（尾形 2013, 215-6）。
（5）小括
　従来まで、学校から企業への移行過程が比較的
円滑であった頃は、企業に入社してからの人材育
成、つまり OJT の連鎖＋ Oﬀ-JT に焦点を当てれ
ばよかった。またその際には、それに先立つ学校
教育に関わる変数を等閑視する傾向があった。だ
が、今日、初期キャリアでの人材形成を考察しよ
うとすると、入社前の学校教育との関連を考慮に
入れる必要がある。若者自身のキャリア形成と訓
練機会にとってだけではなく、企業にとってもコ
ミュニティの成員になる手前の若者のトレーナビ
リティの格差と劣化は入社後の人材形成にも影響
を及ぼす可能性があるからである。
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5　	企業コミュニティの変化と中期キャ	
リア
（1）伝統的キャリアと新しいキャリア
　企業コミュニティの変化とは、企業コミュニ
ティの範囲が縮小し、コミュニティ内部が競争的
環境になり、個人に自律が求められる、というこ
とであった。もしそうなら、こうした変化は、初
期キャリアだけでなく、中期キャリアにいる人々、
つまりコミュニティの成員として活躍している
人々のキャリアの在り方にも新たな研究課題を
投げかける。実際 90年代以降、欧米では、「伝統
的キャリア」と対比した「新しいキャリア」の特
徴への関心が高まった（Arthur and Rousseau, 
1995ほか）。
　ここで伝統的キャリアとは、官僚制組織、もし
くは内部労働市場（Internal Labor Market, 以
下 ILM と略）といった場において、長期にわたっ
て正社員として勤続し、昇進し管理職になってい
ていくタイプのキャリアである。大規模な官僚制
組織をそのまま日本の伝統的な企業コミュニティ
と置き換えてもよいだろう。それが、いま様々な
環境変化に晒され、変化しようとしている。もち
ろん、伝統的キャリアパタンがいまなお強靭な生
命力を有していることを示す研究も少なくない。
管理職のキャリアパタンをサーベイした研究によ
ると、バウンダリレス・キャリアなどの新しいキャ
リアパタンよりも特定企業での昇進が依然として
主流である（MacDonald, Brown and Bradley 
2005；Baruch 2006；Hamori and Kakarika 
2009；Vinkenburg and Weber 2012ほか）12）。
その意味で伝統的キャリアパタンの持続性とその
根拠についての検討は重要な課題である。
①三つの骨子
　だが、キャリアパタンについての変化の諸相も
見落とすべきでない。実際、伝統的キャリアから
新しいキャリアへの変化やその背景にある変動圧
力に関する研究は数多い。要点をまとめると次の
ようになる。
　第 1は、組織・雇用関係・管理職という点での
対比である。「伝統的キャリア」論では、官僚制
的組織での長期的な雇用関係のもとで、組織への
忠誠心を発揮するタイプの管理職（ローカル的）
が想定されていたのに対して、「新しいキャリア」
論では、動態的組織で専門職的な関係（コスモポ
リタン的）のもとで、「ミッション重視でプロジェ
クトを達成する」タイプのリーダーが想定されて
いる（ヘクシャー 1995）。その背景には、内部労
働市場の調整機能が低下し外部の市場原理への依
存を強めようする動向がある（Osterman1996；
キャペリ 2001）。
　第 2は、こうした変化は、キャリアサクセスや
規範的に望ましいキャリアパタンの見方に修正を
迫る。伝統的キャリア論では、管理職昇進速度や
到達職位の高さがサクセスの指標として重視され
てきた。「新しいキャリア」論では、専門性、有
意味性、やりがい感などを重視する内在的報酬を
重視するようになる。またキャリアパタンも特定
企業への長期勤続もさることながら、特定企業を
超えた複数企業間に及ぶ「境界線なきキャリア」
が注目されるようになる。
　第 3は、企業主導型の雇用保障から個人主導型
のキャリア保障への軸心移行である。伝統的キャ
リア論では、日本的雇用慣行に典型的にみられる
ように、雇用は保障するが個人の移行や仕事の関
連性などのキャリア保障への配慮は弱かった。し
かし「新しいキャリア」論では、個々が自分の
キャリアを考えること、そのために主体的な学習
やネットワーク作りの意義が強調される（Hall, 
1996のいう Protean Career など）。さらには職
業を単位に能力開発と評価を行う職業別労働市場
（Occupational Labor Market。OLM と略）の
形成可能性問題がクローズアップされよう（佐藤
2011）。
②専門職のキャリアの英独比較研究
　OLM は古くからあり、決して新しい概念では
ないが、ILM とは異なった性格を有している。
そこで ILM と OLM を対比すると、OLM には
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どのような特徴があるのだろうか。その点につい
て、看護師と IT 技術者という二つの専門的職業
の仕事、職場、スキル、キャリアの実態と変化に
注目し、英独比較を試みたものにKirpal（2011）
がある。ここでイギリスが ILM 的、ドイツが
OLM 的とすると、最近の変化への対応の仕方の
なかに、両者の種の特徴が見えてくる。
　例えば、イギリスのような ILM 的な国では使
用者は公的教育訓練や職業資格に依存しないが、
ドイツのような OLM 的な国では、若者は早い時
期に、どの職業に進むかの選択をし、職業的に定
義された領域でキャリアの志向性を育てる。その
意味でイギリスでは学校から職業への移行への不
安定さがあり、ドイツでは安定さがあることにな
るが、しかし他方で、変化の激しい環境ではイギ
リスでは職種変更の容易さに利があり、ドイツで
はその点で制約を抱える。このようにみると、イ
ギリスとドイツにみられる差異は、イギリスは
職種にこだわらない移動の中で対応しているのに
対して、ドイツは職種や職業が明確化されてお
り、職種や職業ごとに移動して対応する、という
イメージが浮かび上がるわけで、それは看護師や
IT 技術者を取り巻く構造的変化への対応の違い
の中にも見出されるものだ。
（2）	 組織内及び組織間（外）キャリアの研
究をサーベイする視点
　（1）でみた伝統的キャリア論と新しいキャリア
論の対比を踏まえると、中期キャリアの研究サー
ベイの基準としては、以下の点が重要であろう。
①日本の文脈に即してみたとき、伝統的キャリア
論に馴染む現実とはどのようなものであり、この
間にいかなる変化がみられたか。また②新しい
キャリア論が想定するような現実が日本の現実の
中にどの程度みられるのか。以下、本稿では①へ
の関心については、組織内キャリアへの研究関心
と称して、それをさらに客観的・外的キャリアと
しての異動や昇進のしくみの解明や組織の側から
の人材開発的視点を重視する研究と、個々人の主
観的・内的キャリアとしての「修羅場」体験など
の仕事体験からの学習やキャリア発達などを重視
する研究に分けてサーベイする。また②への関心
としては、組織間キャリアの研究としての「安心
して転職、キャリアアップできる環境への関心」
及び「知識労働者の転職行動に関する関心」とし
て考察する。「新しいキャリア」論では、すでに
述べたように、キャリア形成の企業主導型から個
人主導型へのシフト、あるいは雇用保障からキャ
リア保障へのシフトが想定されている。また求め
られる知識、スキル、能力が特定組織の境界を越
えているようなバウンダリーレス・キャリアにも
関心が注がれているからである。
（3）統計調査等データによる大まかな傾向
　個々の研究サーベイに立ち入る前に、統計調査
等のデータで上記に関する大まかな傾向を把握し
ておきたい。
　厚生労働省（2011）によると、離職率は 1970
年代の半ばに大きく低下し、1990年代半ばまで
ほぼ横ばいで推移した後、緩やかに上昇する傾向
がある。その内訳は 1970年代に自己都合退職が
大きく低下し、1990年代半ば以降、会社都合退
職が上昇する傾向がみられる。離職率を見る限り、
高度経済成長期から 1990年代半ばまでの間、日
本企業の多くは長期雇用慣行を基本に置いた企業
行動を堅持してきたといえる。
　転職行動は労働者の属性により異なる。転職率
は、中高年層よりも若年層が、男性よりも女性が、
また正規労働者に比べて非正規労働者のほうが、
それぞれ高い。職業別ではサービス職、販売職、
専門・技術職などでは最近ほど転職率が高くなる
傾向にある。また転職者は比較的規模の小さな会
社に勤務する者が多い。さらに就業者の中には転
職を希望する者が存在するが、転職希望率は、男
女ともに若い年齢層ほど高い傾向にある。
　こうした傾向を念頭に置くと、労働者からみて
望ましいキャリアとはどのようなものか、が気
になる。労働政策研究・研修機構（1999；2007）
によると、「一企業キャリア」（一つの企業に長く
勤めるキャリア）については、1999年から 2007
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年にかけて、どの年齢階級においても、望ましい
キャリアであるとする者の割合が上昇しており、
特に 40歳台以上で上昇幅が大きい。また「複数
企業キャリア」（いくつかの企業を経験するキャ
リア）については、1999年から 2007年にかけて、
どの年齢階級においても望ましいキャリアである
とする者の割合が上昇しているが、30歳台から
50歳台については、上昇幅が小さく、20歳台で
は特に上昇幅が大きくなっている。
　もうひとつ、人材育成に関するデータとして比
較的転職率が高いと言われる中小企業の事業主と
従業員に効果的な人材育成の方法について尋ねた
結果がある（佐藤 2012a；労働政策研究・研修機
構 2010；2011）がある。それによると、以下が
指摘できる。
　第 1に、サービス業でも製造業でも、また事業
主も従業員も「一つの勤め先で長期にわたって働
き続ける」（以下「一社で長期」と略）のが、最
も効果的な育成方法だと考えられている。ここに
中小企業でも伝統的キャリア論の想定に馴染む
――つまり内部労働市場が人材育成の基本的な場
とみなしうる――有力なエビデンスがある。第 2
に、しかしながら、それがすべてではない。つま
り「会社は変わっても同じ仕事を続ける」（以下
「会社は変わっても同じ仕事」と略）「一人前にな
るまでは同じ勤務先で仕事を続け、その後は会社
を変わって経験を積む」（以下「最初同じ勤務先、
その後会社変わって」と略）などが効果的とみな
す者も（とくにサービス業では）少なくない。人
材育成というものが、一つの組織だけでなく（時
に職業横断的に）企業の境界線を超えて行われる
という意味で、このような考え方は「新しいキャ
リア」論の想定するものと共鳴する。
　以上、要するに、「転職未経験者、転職を希望
しない」者、「一企業キャリア」が望ましく、「一
社で長期で」が人材育成上効果的であるとする者
は、多数派を占めており、その意味では「伝統的
キャリア」論が想定する現実認識は依然として主
流であるといって差し支えない。しかし転職希望
者、「複数企業キャリア」が望ましく、「仕事を変
えないで複数の企業を経験する」のが人材育成上
効果的する者も少なくない割合で存在しており、
「新しいキャリア」論が想定するものに共鳴する
現実もみられた 13）。
①組織内キャリアの客観的・開発的視点からの研究
　日本の文脈に即してみたとき、伝統的キャリア
論に馴染む現実とはどのようなものであり、この
間にいかなる変化がみられたか。この点の考察に
立ち返ってみよう。伝統的キャリア論と重なり合
う理論に知的熟練論がある。知的熟練論によると、
ブルーカラーであれ、ホワイトカラーであれ、特
定企業への長期雇用を前提に、専門性をベースに
した幅広いキャリアと遅い昇進をするなかで、不
確実性に富んだ仕事をこなす技量を身につけてい
る（小池・猪木 2002）。知的熟練論の骨子を、a）
長期の雇用保障を前提に企業主導による異動と昇
進を繰り返すキャリア形成、b）組織内の地位の
上昇、つまり昇進にともなう報酬向上を通じた
インセンティブの設計、c）組織内での先輩・上
司による OJT による技能修得、という点に求め
るなら、それは伝統的キャリア論の想定するもの
と大きく重なりあう。より具体的には、a）につ
いては、仕事経験といっても単に幅広い経験では
なく、「幅広い一職能型」「主＋副型」を中心とし
た一定の職能内での関連ある仕事経験をベースに
なされていて 14）、昇進選抜時期は「遅い」もの
であること、また b）については、技能形成を促
す誘因としての査定と評価の報酬への結び付けと
いった人事制度も重視していること、が強調され
ている。
②組織内キャリアの主観的・発達的視点からの研究
　キャリア形成及び人材開発に関する研究には、
客観的・開発的視点からの研究のほかに、個人の
発達の視点を重視する研究がある。人材開発の研
究では、組織の側からの「キャリアの組み方」が
技能形成の効率の程度を決めるという想定があっ
たが、この視点からの研究には、組織の側からの
開発ニーズとは独立して個人には一定の学習や発
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達のニーズがあることを想定している。そこで管
理職やリーダーについている人を対象に、いかな
る仕事経験（やイベント）からいかなることを学
習（レッスン）したのか、について主観的、内的
キャリアの視点からアプローチしたものが、この
間の代表的な研究の例である（金井・古野（2001 
pp.48-67）；谷口（2006）；松尾（2013）など）。
　こうした研究の代表例としてリーダーシップ開
発がある（金井壽宏・古野庸一 2001）。そこでは
リーダーシップは、研修プログラムなどではなく
「修羅場経験」などの仕事経験からリーダーシッ
プに必要な要素を学習しているとされる。たと
えばミドルマネージャーの多くは、「視界の変化」
「ロールモデル」「ラインからスタッフへの異動」
などのイベントを経験し、そこから「直属部下へ
の対処」の仕方や、「課題・職務遂行スキルの開発」
といった教訓を得ている。
③この間の変化
　既述のように、人材開発を重視する研究にせよ
発達を重視する研究にせよ、それが特定の企業に
長期勤続する中で、必要な技能を形成することを
想定している。その意味でこれらは伝統的キャリ
ア論に馴染む現実を描写しているといえるだろ
う。
　しかしながら、この間、企業コミュニティは、
成員を絞り込み、職場環境も競争的になり、成員
にもキャリア自律を促すようになっている。「指
導者も自分も日常業務に追われて十分な指導を受
けることができない」などの指摘はそうした実態
の一端を伝えている（佐藤 2012b, p.17）。それは
さらに、従来のように「ゆっくりとした遅い」昇
進のしくみで管理職を育成するというよりも、よ
り「早期に」、また全員ではなく「選抜された」
候補者を対象に、さらに「一定のリーダー育成の
プログラム」に乗せて、将来の幹部候補生を育成
するようなしくみのなかにも読み取ることができ
る（佐藤 2014）。リーダー育成にせよ、グローバ
ル人材の育成にせよ、その役割は大きくなり、要
求される職能要件も従来よりも高度化するなか
で、組織的かつ意識的に人材育成を促す必要があ
る、という認識が強まってきている。つまり伝統
的キャリア論は依然として主流であるとはいえ、
企業内人材育成に濃の部分と淡の部分とが同時に
進行しているのであり、これまでと同様に変化の
ない状態であることを意味するものではない。
（4）	 組織間（外）キャリア形成及びキャリ
ア発達に関する研究
　（3）でみた二つの研究群は、いずれも組織内キャ
リアに関するものであった。しかし組織間キャリ
アの研究も重要だ。なぜなら、第 1に、すでに述
べたように、キャリア形成の企業主導型から個人
主導型へのシフト、あるいは雇用保障からキャリ
ア保障へのシフトが予想される中にあっては、労
働条件や仕事満足度などの大幅な低下のないよう
な転職環境、あるいは個々人の能力発揮や自己実
現を追求するキャリアアップが可能な環境への関
心が高まる。以下、これを「安心して転職、キャ
リアアップできる環境への関心」と称して①で検
討する。
　第 2に、求められる知識やスキル、能力が特定
企業に囲い込まれ（つまり深く内部化し）、企業
特殊性を帯びているほど組織内キャリアに限定し
た観察眼に馴染むといえるが、しかし求められる
知識、スキル、能力が特定組織の境界を越えてい
るような（その典型が知識労働者である）職種の
場合には、組織間キャリアもしくはバウンダリー
レスキャリアの観察眼が有効性を持つと考えられ
る。以下、これを「知識労働者の転職行動に関す
る関心」と称して②で検討する。
①安心して転職、キャリアアップできる環境への
関心
　（3）で概観したように、転職未経験者、転職を
希望しない者、「一企業キャリア」が望ましいな
ど伝統的キャリア論の想定に馴染むものの見方を
する者は、多数派を占めているが、しかし転職者、
転職希望者、「複数企業キャリア」が人材育成上、
望ましいとする者など「新しいキャリア」論に共
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鳴する者も少なくない割合で存在している。
　それでは、安心して転職する条件は何か。また
転職により労働条件面や満足度の面でキャリア
アップした者はどのような者か。転職者の属性や
満足度、技能と賃金など多様な角度から分析を試
みた猪木・連合総合生活開発研究研（2001）に
よると、①「仕事内容・職種」、「賃金・賞与」な
どに関する不満が離職性向に強く関係し、また転
職者に関しては、前職の離職理由によって現職へ
の適応度が異なっていることが確認された（中村
二郎）。②離転職者の労働条件の変化と効率的ジョ
ブ・サーチの条件を探った結果によると、年齢が
若いと労働条件を向上させる可能性があるが、50
歳台の中高年層は厳しい状況に直面しているこ
と、求職活動を有利にすすめる上で、実務経験と
個人的なネットワークがキーポイントになってい
る（下山昭夫）。③仕事能力の形成方法が賃金に
与える効果をみると、一つの職能のなかで一つの
仕事をしてきた人よりも、一つの職能の中で幅広
く仕事をしてきた人の年収の方が高く、仕事に役
立つ研修を受け、自己啓発したことのあるほうが
有意に高い（富田安信）。④転職前後の賃金変化
に関して、30歳台の転職において、異なった部
門へ転職した場合に比べて、営業系、研究・技術
系間の移動をした場合、過去の経験が深いほど転
職後の年収が上昇する（勇上和史）。⑤転職者と
転職未経験者との満足度の差をみると、1回の転
職経験者は、満足度が転職未経験者と比べて高く
なるが、これは 25歳から 30歳代の転職、転職理
由が仕事や労働条件の適合を求めての自己都合退
職、人的ネットワークを通じての転職、実務経験
が重視された転職、などに限られている（守島基
博）。
　以上の分析から、安心して転職するには一定の
条件があることが示唆される。とりわけ、中高年
期に、会社都合で、過去の実務経験が生かされず、
個人的なネットワークを介さない形で転職する際
には、内部労働市場と外部労働市場との間に何ら
かの中間的な労働市場を設けるようなセーフティ
ネットを張ることが必要だという政策的含意が得
られる。
　一方、転職＝組織をまたがるキャリア形成には、
こうした外的、客観的なキャリア環境整備と並ん
で、個々人の内的なキャリア発達の視点も重要で
ある（山本 2005）。ここでのキャリア発達とは、
生涯を通じて、自己のキャリア目標に関連した経
験や技能を獲得していくプロセスである。組織内
キャリア発達が、組織内において、組織との調和
を図りながら、自己のキャリア目標に関連した経
験や技能を継続的に獲得していくプロセスである
のに対して、組織間キャリア発達とは、組織を移
動することによって、自己のキャリア目標に関連
した経験や技能を継続的に獲得していくプロセス
である。
　山本（2005）によると、組織間キャリア発達
に寄与するものとして組織間キャリア効力という
概念が重要であり、それが組織間の移動を成功に
導くキーになる。ここで組織間キャリア効力とは、
「組織を移動することによって、キャリア目標に
関係した経験や技能を継続的に獲得できる自己の
能力に対する信念」である。組織間移動を経験し
た者の場合、組織間キャリア効力は、二重の役割
を果たす。一つは、移動前において移動後の（組
織間）キャリア発達に影響する要因としての役割、
もう一つは、移動後の（組織間）キャリア発達か
ら影響をうけてさらに組織間キャリア志向に影響
を与える要因としての役割である。すなわち、組
織間キャリア効力は「長期にわたる組織間キャリ
ア発達過程において、移動前でも移動後でも発達
のサイクルを回すドライブ機能を果たしている」
のだ。
②知識労働者の組織間移動とキャリア発達に関す
る関心
　組織間移動、つまり転職やキャリア発達への関
心は、技術者などの知識労働者に焦点を絞った研
究成果も生み出してきた。これらの研究に共通す
るのは、知識、技能の学習とキャリア形成が特定
の企業内に限定されず、むしろ組織を越えてなさ
れる傾向のある知識労働者に注目しつつ、その移
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動（と定着）の実態を観察することで、労働市場
での人と仕事との効果的なマッチングのあり方や
キャリア発達のプロセスを考察する点にある。技
術者の転職労働市場に注目した村上（2003）は、
組織を越えた人と仕事のマッチングに関心を寄せ
た研究であり、「組織を越境する」新しい人材像
を組織内専門人材（ナレッジ・ブローカー）とし
て捉える石山（2013）や知識労働者のキャリア
志向と自律的学習の関係に注目する三輪（2010）
などは、ここでいう知識労働者のキャリア発達
キャリアに関心を持つ研究とみなせる。
　労働移動は、経済学的には、労働市場における
労働資源の配分プロセスだが、労働資源の性質
――具体的には技能形成のメカニズム、採用・配
置・昇進・報酬などの雇用システムや作業組織、
労働供給主体の嗜好の特徴など――を考慮に入れ
て考察されるべきものである。技能が企業の違い
を超えて標準化されやすく企業横断的な職業別
労働市場を形成しやすいと考えられており、また
科学技術の発達やイノベーションの牽引者でもあ
る技術者に焦点を絞って、組織間移動の実態解明
を図ることは、技術者の人材形成やキャリア形成
のプロセスを明らかにする上で有効と考えられる
（村上 2003）。一般的にいって自発的転職の場合、
転職により将来期待される効用と現在の勤務先で
今後期待される効用の差が、転職コストよりも高
い時に自発的に転職する確率が高まるが、実際の
転職行動は、期待効用の高低に影響を及ぼす要因
（労働市場の需給バランスや技術者に知覚される
組織の雇用システムなど）や、現在の勤務先の効
用に影響を与える要因（自由度、研究環境、評価
や処遇など）、さらには経験してきた仕事とキャ
リアに依存する。キャリアと人材形成の観点から
はこの点が重要である。
　一方、知識労働者のキャリア発達への関心も高
まった。組織を「越境する」というコンセプトと
組織内専門人材の行動特徴との関係を明らかにし
た石山（2013）によると、組織内専門人材を「個
別企業へのコミットメントを有しながら、特定の
専門職種よりは緩やかな範囲において、自らの専
門性の発達を志向する人材タイプ」と定義した。
組織内専門人材の特徴としては「人的ネットワー
クの構築に喜びを感じるという動機付け要因を持
つこと、仕事関連の事項と能力開発の機会が満足
度を高めるが、特定企業での勤続年数が長期化す
ることによる処遇の向上・確保には興味がないこ
と、越境的能力開発という行動をとっていること」
などが指摘できる。学習や発達という視点からは
越境的能力開発もしくはその場としての実践共同
体が、組織を越えた人材形成を促すキーワードの
一つとして重視されている。企業内（間）研究会、
社会人大学院、市民大学などはその例である。ま
たキャリア形成という観点からは、組織内の昇進
モデルではなくバウンダリーレス・キャリアやプ
ロティアンキャリアなどの「新しいキャリア」論
の考え方が、この組織内専門人材のキャリア形成
には適合的である 15）。
　こうした特徴を持つ組織内専門人材の学習と
キャリアが「伝統的キャリア」論ではなく「新し
いキャリア」論に馴染むものである点を確認して
おこう。
　三輪（2011）も、知識労働者（具体的にはソ
フトウエア技術者と経営コンサルタント）が使用
する知識は、専門的なものだけでなく、幅広く文
脈的なものが多い――例えばソフトウエア技術者
は情報技術だけでなく顧客や経営に関する幅広い
知識を駆使してシステムを構築していく――た
め、バウンダリーレスキャリアやプロティアン
キャリアを歩むことが可能であるとする。こうし
た職種につく人々は、一定の専門性を持っている
ため、転職や独立の機会が相対的に多い職種であ
る一方、彼（彼女）らのキャリアは、専門的な資
格や学位の取得にはじまり、確立された階梯を上
るようなものではない。知識労働者のキャリアは
かなり柔軟で変化が激しく、ゆえに個人の主体性
や意思がより重要になる。
　組織間移動、キャリア志向、自律的学習という
コンセプトの意義が浮上してくるのはこうした文
脈においてである 16）。
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6　	企業コミュニティの変化と後期キャ	
リア
（1）	 仕事からの引退過程と新たな生活様式
の創造過程としての後期キャリア
　後期キャリアは、キャリアステージ上では、衰
退期や引退期にあたり、また雇用管理上では定年
制を挟んでその前後の時期と重なる。後期キャリ
アは①仕事からの引退過程と②仕事以外の新しい
生活の創造過程を基調とする（佐藤2012a, p.165）。
　①まず後期キャリアは仕事からの引退過程であ
る。高齢期を迎えた労働者が働き盛りの状態から
完全引退の状態に至るまでには、いくつかの状態
があり（氏原編，1985）、定年後も定職・フルタ
イム就労の者、定職・部分就労の者、非定職・部
分就労の者などに大別しうる。高齢期の生活は仕
事からの引退過程であると同時に家族や地域生活
との共存・創出過程でもあるが、そこでは依然と
して再就労が大きな位置を占めている（青井・和
田編，1983）。
　高齢労働者がどのような状態を経て完全な引退
に至るかは、個々人により多様である。定年をは
さんでその前後でのこの引退過程は、定年と同時
に引退するケース、定年前に退職するケース、定
年後も就労を続けるケースに区別できる。定年と
いう時点で、一挙に引退するのではなく、この三
つの引退過程のケースが 55歳から 65歳という時
間の幅のなかで進行するというのが現実であり、
その意味では定年は「点」としてではなく面もし
くは「ゾーン」（＝定年域）として捉えるべきで
ある（高年齢者雇用開発協会，1988）。この「ゾー
ン」をどのように通過するか――バリバリとフル
タイムで就労するか短時間勤務での部分就労か、
引退するかなど――に影響を及ぼす要因は様々だ
が、そのうち現役時の職業キャリアの形成の仕方
の影響は大きいといって差し支えない。
　一方、この間、改正高年齢者雇用安定法の施行
（2013年）により、希望者全員の 65歳までの雇
用が義務化された。法改正により後期キャリア＝
引退過程を迎える年齢が後ろにずれるわけだが、
そのことは、雇用継続可能性と現役時のキャリア
形成との関係はどのようなものか、といった関心
を一層高めることになった。後期キャリアにおい
て、企業コミュニティの変化（つまり後期キャリ
アの延長）とキャリア形成とが出会う地点の一つ
がここにある。
　②仕事からの引退過程は新しい生活の創造過程
でもある。生活の比重低下（増加）を、生活時間
の配分と個々の労働者が織りなす人間・社会関係
の濃淡といった 2視点から捉えるならば、定年後
の生活は（定年前の生活と比べて）労働時間が短
く、職場での人間・社会関係が薄くなったライフ
スタイルの性格を帯びるようになる。人間・社会
関係は、職場を中心とした職縁（社縁）、家族や
親族を中心とした血縁（親族縁）、地域を中心と
した地縁に分けることができる。定年前後の生活
変化は、職縁（社縁）中心の生活から血縁・親族縁、
地縁中心への生活への移行の過程である。このよ
うに、定年退職等、仕事からの引退は企業コミュ
ニティの成員でなくなることを意味するが、引退
過程において家族や地域コミュニティのメンバー
になるには、あるいは新しい生活への円滑な移
行には、自分で努力をすることが必要となる 17）。
換言すれば、このことは旧来の企業コミュニティ
の成員である「会社人間」にとっては内的な気づ
きが必要なことを示唆する。
（2）職業キャリアと高齢期のライフデザイン
　既述のように、引退過程には個人差がある。個
人間に差異をもたらす様々な要因のうち、職業
キャリアと勤務先の雇用管理のしくみは、高齢期
の働き方と生活の過ごし方、つまりライフデザイ
ンに影響を及ぼす（佐藤 2011）。
　高齢期の生活設計のありように差異をもたらす
ものには、本人や配偶者の健康状態、世帯構成と
世帯収入、年金の支給水準と支給時期、希望する
ライフスタイルなどいくつもの要因がある。この
うち職業キャリアと勤務先での雇用管理のしくみ
及び到達職位に注目すると、これらはいわば、「こ
れまでのキャリア＝「光」を屈折させ、高齢期の
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ワークとライフの希望スタイル＝多様なスペクト
ラム（「正社員として働く」から「仕事や活動を
しない」までの選択肢）を生み出す「プリズム」
として作用しているといえる」（佐藤 2011）。
　職業というプリズムをみると、雇用者と自営・
家族従業員とでは異なり、雇用者では 60歳代前
半は仕事からの引退過程をたどり、60歳代後半
からはボランティアや活動なしといった新たなラ
イフスタイルの創造過程として見通されているの
に対して、自営・家族では 70歳まで自営業を営
むとする者が主流である。
　さらに雇用者の場合は、勤務先の規模や雇用管
理のしくみもプリズムとして作用している。中小
企業正社員より大企業正社員で就労意欲と希望実
現可能性に乏しく、大企業であっても、定年の有
無と継続雇用措置の有無などの複雑な組み合わせ
によって 60歳代前半の就業機会の実現可能性に
差異が生じている。
　これに加えて雇用者の場合は、到達職位もプリ
ズムの役割を果たしている。正社員としての就労
を希望する者は、一般＜課長＜部長＜役員の順で
高くなり、逆に契約・嘱託や短時間勤務として働
きたい者は一般＞課長＞部長＞役員の順で低くな
る。その意味で職業キャリアの到達点の持つ意味
は依然として大きいといえる。
　この点と関連して、もうひとつ、現役時のキャ
リア形成は、60歳以降の雇用継続にも影響を及
ぼす。高木（2008）は、雇用継続者のキャリア
を分析した結果、キャリアの連続性と仕事経験の
質に特徴があり、「同一職能内にとどまった期間
が長く、また同一職能内で様々な部署への異動を
経験していること」や「飛躍のきっかけとなるよ
うな重要な出会いがあること」を見出した。
（3）アクティブ・エイジングと職業的自律性
　引退過程は新しい生活の創造過程でもある。既
述のように、定年＝引退ではなく、生活・職業キャ
リアの新たな展開の出発点とする認識をアクティ
ブ・エイジングということがあるが、それが人々
の間で共有されつつある。前田（2006）は、定
年後の働き方に多様性を促す要因として「アンペ
イド・ワークへの評価」と「職業的自律性」とい
う二つの変数に注目して分析を行った。その結果、
①定年後に NPO などのボランティア活動をキャ
リアとして選択する者は「介護」「育児」「家事」
といった家庭型アンペイド・ワークを「働くこと」
とみなす傾向（アンペイド・ワークを「働くこと」
とみなすほど定年後はNPO などのボランティア
活動に参加する傾向）があり、②「職業的自律性」 
（｢会社以外での交流をしてきた｣「会社の地位以
外の誇りをもってきた」「個人的に職業能力の訓
練をしてきた」などの項目で評価）が高いほど、
定年後は独立開業型のキャリアを選択する傾向が
ある。つまり「自分で職業能力を磨く、あるいは
会社以外での交流を行うなどして、定年前の在職
中から職業的自律性を高めることは、定年後のオ
ルタナティブなキャリアの形成を促す傾向」があ
るという。
　定年後の働き方は、「職業的自律性」というキャ
リアの内的・主観的側面からも影響をうけている
のである。
（4）定年退職期の心理と自己実現
　高齢期のキャリアデザインを考える上では、定
年退職期の心理も重要である。多くの高齢者に
とって職業は、自己のアイデンティティを規定す
る重要な要因であるがゆえに定年退職は、自己の
拠り所の喪失、老齢期のアイデンティティの危機
を招く可能性があるからである。一方で、前述の
ように、引退過程＝新たなライフスタイルの創造
だとする認識も次第に浸透しつつある。
　こうしたなかで、定年退職後のアイデンティ
ティ危機を乗り越え、自己実現を図っていくこと
は、生涯発達の観点からも重要な課題となってく
る（岡本1997）。定年退職認知には7つのタイプ（①
積極歓迎型②受動歓迎型③中立型④危機型⑤あき
らめ型⑥逃避型⑦アンビバレンツ型）があるが、
これを老齢期の心理・社会的課題（「肯定的な将
来展望をもつ」「今までの生き方に対する主体性」
「課題達成に対する喜び」「自分の人生の意義の認
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識」などの得点）と関連付けてみると、①と④と
が対象的である（岡本 1997, p.162）。①積極的歓
迎型は、全般的に得点が高く、課題が達成されて
いるのに対して、④危機型は、得点が低く、課題
が達成されていない。
　定年退職という自分のキャリアの節目をきっか
けに分析してみると、過去の人生の振り返り方や、
今後の生活の展望の仕方に差異があり、その意味
でもキャリアの持つ意味は大きい。
7　	「新しい」コミュニティとキャリア
形成――むすびに代えて――
１　本稿のねらいは、主として 1990年代半ば以
降から 21世紀初頭にかけて（したがって景気変
動に着目すると、バブル崩壊後の平成不況から
リーマンショック後の時期を念頭に置いて）、労
働者キャリアの持続の相と変化の相に注目しなが
ら明らかにし、出来れば、日本の企業コミュニティ
の変質・衰退と軌を一にしつつ浮上してくるキャ
リア研究の課題を明らかにすることにあった。端
的にいうと、企業コミュニティが変化する（範囲
が縮小し、内部が競争的環境になり、個人の自立
が強調される）と、個人のキャリア（自分のキャ
リアは自分で考える）という言葉の重みが増す。
　そのうえでキャリア形成面での変化の諸相を企
業コミュニティへの入り口、真ん中、出口の三つ
の相で捉えることを目的に、①学校から企業への
移行などの初期キャリアに位置するテーマ、②人
材の内部育成及び転職や専門職のキャリア発達な
ど中期キャリアに位置するテーマ、③高齢者の
引退過程と新しいライフスタイル創造などの後期
キャリアに位置するテーマ、の三つのテーマ群、
に分けて検討を加えた。
２　キャリアを初期、中期、後期の三フェーズに
そってこの間の研究関心をサーベイしたが、＜企
業コミュニティの変化の諸相＞と＜個々人のキャ
リアという言葉の重み＞をセットでその要点をま
とめると次のようになる。企業コミュニティが変
化するといかなる意味で個々人のキャリアという
言葉の重みが増すのか。
　①まず初期キャリアであるが、図 1に示したよ
うに、80年代から 90年くらいまでは、学校から
企業社会への移行は比較的円滑に行われてきた。
しかし 90年代（とくに半ば）以降になると学卒
無業者が増加してくる。その背景には、高卒の場
合は、労働市場の狭溢化と、主観的価値重視型進
路指導へのシフト、指定校制等の調整システムの
機能不全などがある。また大卒の場合には、就職
状況の学校歴格差、教育の職業との関連性の弱さ、
入社後の定着対策の不足などの要因がある。ここ
からは、企業コミュニティの変化の具体的諸相＝
範囲縮小と同時にコミュニティへの参入要件の高
まりを読み取りうる。したがって個々人のキャリ
アという言葉も、「学校も生徒・学生も将来を考
えながら、教育と学習に励むことが大切」という
メッセージになる。
　②次に中期キャリアである。キャリア形成、人
材形成は、特定企業への長期勤続を前提に、先輩
から後輩への OJT をベースにした関連ある仕事
群を経験しながらキャリアを積む、という、これ
までの考え方は依然として強い。多くの労働者は、
「一つの企業で長く勤めるキャリア」を望ましい
と考え、多くの事業主と従業員が「一社に長期間
勤める」ことが人材育成の効果的育成方法と考え
ていた。また組織内キャリアの研究の結果も――
人材開発的視点からの異動や昇進のしくみに注目
した研究にせよ、仕事体験からの学習やキャリア
発達を解明する研究にせよ――こうした考え方と
大きな齟齬はない。しかし主観的・内的キャリア
への視点の中にはこれまでのような管理職昇進選
抜方式を見直し、リーダー育成への関心が含まれ
ていることは見落とせない。さらに、企業コミュ
ニティの変化は、組織間キャリアへの研究関心
にも影響を及ぼしている。「（組織ではなく）個人
が、（昇進ではなく）自由と成長を価値観にして、
移動可能性をもちながら、（地位や報酬ではなく）
心理的成功を成功の基準に、（組織コミットメン
トではなく）職務満足やプロフェッショナルコ
ミットメントを重視する」態度や行動への関心は
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そうした研究関心の例である。ここには、伝統的
キャリアから新しいキャリアへの軸心移行と軌を
一にして芽生えてきた企業主導型から個人主導型
へのシフトが反映されているといえるだろう。こ
こからは企業コミュニティ内部での自立奨励を読
み取りうるし、したがって個々人のキャリアとい
う言葉も、「企業まかせにするのではなく、とき
に複数企業を視野にいれながら自分の将来を考え
て人脈を形成し、自分で学習することが重要」と
いうメッセージが重要になる。
　③最後に後期キャリアである。後期キャリアに
は、仕事からの引退過程の側面と新しい生活の創
造過程との側面がある。仕事からの引退過程の時
期は、この間の高齢年齢者雇用安定法改正にとも
なう 65歳までの雇用義務化措置により、後ろに
ずれるようになった。現役時のキャリアの在り方
が高齢期のライフデザインに影響を及ぼすこと
は、これまでも指摘されてきたが、義務化措置に
より雇用延長者にはどんな職業能力が求められて
おり、それにはどのようなキャリアを形成するの
が望ましいか、への関心がさらに高まるだろう。
　一方、新たな生活の創造過程としての側面に関
わる研究はどうか。これについては、定年前から
自分の職業能力を磨くなどして職業的自律性を高
めておくことが定年後の働き方の選択肢を豊かに
する、といった知見や、定年退職をアイデンティ
ティの危機として後ろ向きにではなく、積極的に
歓迎するべき、といった研究が示唆に富む。
　いずれも引退前の職業キャリアにおいて、職業
能力の棚卸を含めて、内面の気づきを得ておくこ
とが必要というメッセージとみなすことができ
る。
３　2での要約をつなぎ合わせたときに浮かび上
がる構図と課題はどのようなものか。
　それは、端的にいって、初期キャリアでの職業・
企業選択と将来見通しの在り方、中期キャリアで
の自分のキャリアビジョンと関連した能力開発の
在り方、後期キャリアでの引退過程の在り方、と
いう三つの在り方、それぞれに「自立」というキー
ワードが座ってくるということである。それはこ
れまで機能してきた前提――つまり、初期キャリ
アでの旺盛な労働需要、中期キャリアでの企業成
長と組織拡大、後期キャリアでの定年後の生活は
年金依存）――が揺らいでくるなかで、今度は個々
人に解決を迫ってくるときのキーワードともいえ
るものだ。
　しかし見落としてはいけないのは、自立と同時
に「支え合い」の必要性も高まってくるという点
であろう。つまりは、企業コミュニティは成員一
人一人に自立を促しながらも（変化の相）、しか
し依然コミュニティとしての「支え合い」の側
面を持続させていく側面があるということなのだ
（持続の相）。戦後日本人の労働エートスを振り
返った間（1996）は、「真の会社忠誠心、勤勉性
と天職意識、誇り」を保持し、高度経済成長を支
えた「企業戦士」と、それが風化し「社益と個益
中心の企業主義」が強まった高度経済成長終焉以
降の「会社人間」を区別した上で、90年代以降
は成長から成熟への転換がなされる（べき）時代
であり、そこでは、集団責任ではなく自己責任を
前提にしながら（もたれ合いではなく）「支えあい」
が必要であると説いている 18）。
４　では「自立」と「支え合い」をキーワードに
した「新しい」コミュニティはどのような性格を
持つのか。またそうした環境での個々人のキャリ
アとはどのようなものになるのか。さらにそうし
た方向での変化を支えるにはどのような課題があ
るのか。
　（1）「新しい」コミュニティとそこでの個々人
のキャリアの性格については、5（1）での「新し
い」キャリア論の特徴付け（3つの from X to Y）
――①官僚制的組織への忠誠心を発揮型管理職か
ら動態的組織でミッション重視のプロジェクト
チームリーダー型へ、②特定企業での管理職昇進
速度や到達職位の高さ重視型のキャリアサクセス
から複数企業を視野に入れた専門性、有意味性、
やりがい感重視型のキャリアサクセスへ、③企業
主導型の雇用保障から個人主導型のキャリア保障
への軸心移行――がその骨子となろう。
　（2）企業コミュニティがこうした新しいコミュ
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ニティの性格（端的に自立を前提に支え合う）を
強めていくと、何が課題となるのか。要諦は人
材形成にあるだろう。人は仕事の腕を磨くことで
職業上の自立が図れる 19）のであり、職業能力の
練磨には他者からの支援を必要とするからである
（OJT は、職場での上司や先輩から部下や後輩へ
の仕事を通じた訓練である）。いうまでもないが、
この点を欠くと「新しい」コミュニティは実現し
ないといっても過言でない。
　①新しいコミュニティの性格の一つ目はリー
ダーだ。官僚制組織でのマネジャーが権限に基づ
いて部下を管理する存在だったが、フラット化し
た低階層組織では、階層が上位であることを基
盤にしたコマンド＆コントロールには限界がく
る 20）。そこで階層や権限でなく影響力でフォロ
ワーを導くリーダーシップをもったリーダーが求
められることになる。リーダーは多重な役割を担
う。リーダーは組織の長（数人のチームの長から
社長まで幅があるが）であり、組織と組織をつな
ぐ連結ピンでもあるが、何よりリーダーはフォロ
ワーの育成に大きな影響を及ぼす（コーチ、教師
としてのリーダー）。つまり新しいコミュニティ
の健全な出現は、肝心のリーダーが首尾よく育成
されていくかどうか、またそのリーダーがフォ
ロワーをうまく育成できるかどうか、この点にか
かっている。実際、5（4）③でも触れたように、
ここにきてリーダー人材の育成プログラムを導入
する企業が多い。共通するのは、これまでのよう
な全員一律昇進→時間差昇進→遅い昇進選抜で管
理職を生み出すしくみではなく、キャリアの早期
段階から母集団（＝プール）を形成し、一定のプ
ログラムに乗せ研修等で「リーダー候補者の気づ
き」を与えて配置・異動政策（つまり OJT）と
連動させながら、リーダー育成をはかろうとする
点にある 21）。
　②官僚制組織とは多くの階層からなる。そこで
は階層を上がること、つまり昇進によって権限と
威信と報酬が上昇することになり、それが成員に
とって強い動機付けとなった。しかし組織が大き
くならない、階層が上に伸びない、つまり組織フ
ラット化圧力の下では、従来までの成員の動機付
け方式には限界が生じ、かわって、仕事の専門性
ややりがい感に動機付けの源泉を求める傾向が強
まる。この動機付けはキャリアサクセス基準とし
て仕事の達成感を重視させるが、プロフェッショ
ナルがこれに適合的な価値観を持つ。すると新し
いコミュニティでは、成員のプロフェッショナル
化が促されるが、プロフェッショナルは専門性の
ゆえに自立が保持される点が見落とせない 22）。
　③新しいコミュニティでのこうしたプロフェッ
ショナル化傾向は、従来までの会社主導型の雇用
保障規範よりも個人のキャリア保障に馴染むこと
は見やすい。
　以上①②③を要するに、新しいコミュニティ
のコアをなす成員は、つまるところリーダーと
プロフェッショナルである 23）。コア成員がリー
ダーであるというのは、企業コミュニティ縮小下
で、かつてのリーダーの仕事を一般社員が担う
ようになったという意味での「正社員のワンラ
ンク・レベルアップ」の構図と共鳴する（佐藤
編 2007）24）。またコア成員がプロフェッショナ
ルであるというのは、ホールのいうプロティアン
キャリア（つまり組織ではなく）個人が、（昇進
ではなく）自由と成長を価値観にして、移動可能
性をもちながら、（地位や報酬ではなく）心理的
成功を成功の基準に、（組織コミットメントでは
なく）職務満足やプロフェッショナルコミットメ
ントを重視する態度 Hall 2004）とも共鳴する。
　リーダーは人を導くリーダーシップに、またプ
ロフェッショナルは仕事の専門的知識と技能、能
力にアイデンティファイする存在であり、（特定
企業での長期勤続を否定するとか転職を促すとい
う意味ではなく）会社の枠にとらわれずキャリア
を形成していける「自信のようなもの」25）があ
るという共通性がある。
　新しいコミュニティでは、自立したリーダーや
プロフェッショナルが仕事を達成することで組織
に貢献し（つまり支え）、組織はリーダーやプロ
フェッショナルが自立的に仕事を遂行するのを支
援するという関係が基本となる。それが新しいコ
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ミュニティでの組織と個人の支え合いの構図であ
る。こうしたリーダーやプロフェッショナルが企
業コミュニティ内で育ち、後輩を育てるような関
係が形成されていくのかどうか、またさらにそれ
を起点に企業コミュニティを超えた人脈やネット
ワークが構築されていくのかどうか、それが「目
的を共有するコミュニティ」（ヘクシャー）を作
る際の条件であるだろう。
　いま多くの日本企業で、リーダー育成やプロ
フェッショナル人材を目指すことを奨励するの
も、こうした構図を置いてみると理解しやすいで
あろう。
５　新しいコミュニティでは個人の自立が前提で
企業はその支援をする、という構図について述べ
たが、これはキャリア形成のための自助と共助に
対応する。しかし公助としての政策的支援も必要
であろう 26）。企業コミュニティが変化し「新しい」
コミュニティへと変質を遂げていく過程では、企
業内教育訓練も全員底上げ的なものから選抜・自
己責任型へと徐々にシフトしつつあるからである
（佐藤 2012b）。
　初期キャリアでのフリーター対策、非正規から
正規への移行の際のツールとなることが期待され
ているジョブカード制度、職業別労働市場など企
業を超えた労働市場形成のための社会的インフラ
ストラクチャーの整備（日本版 NVQ やキャリア
段位制度など）、定年後のセカンドライフのデザ
インを支援するキャリアコンサルタント制度など
は、いずれも政策課題の例である。また現状の職
業能力訓練は依然、企業内教育訓練、それもと
りわけ OJT に依存しているが、その OJT を機
能させる環境は劣化する傾向にある 27）。すると、
かつて尾高（1993 p193）が指摘したように、「職
業訓練の中枢的部分が OJT で担われるというこ
とは、一般市民にとっては狭義の職業教育が手近
なところにないので、その内容、資格要件、職
業上の展望などは一般人には容易に知り得ない」。
よって「産業社会全体の有効配分を考え、個人職
業生活の充実を促すには長期の構想にたった産業
訓練体系の樹立が必要となる」、という意味から
しても公助の面を持つと考えることができよう。
　ともあれ、企業コミュニティと成員のキャリア
形成は様々な揺らぎの下にある。今後の成り行き
を見守りたい。
	 	 注
1） 正確には「企業コミュニティは市場に寄った
が、市場サイドに行かずに中間地点に留まって
いる」（Inagami and Whittaker, 2005, pp.242-
247）。なお、佐藤編（2007 pp.233-234）の試み
た電機メーカーの事例研究からも同様の傾向が
見出されている。なお、本稿は佐藤厚（2016）
と内容的に重複する部分がある。予めご了承願
いたい。
2） ここで重要なのは、組織への関わり方とキャリ
アについての意識の間には相関があるが、組織
への一体感の強さと個人のキャリア志向の明確
さの程度が逆相関の関係にあると憶断してはい
けないということである。産業・組織心理学的
研究も、むしろ「将来のキャリア見通しをきち
んと持つことが、その組織への愛着や一体感へ
つながる」としている（鈴木 2013, pp.56-7）。
3） 欧米のキャリア研究でもこの二つの視点（＝
パースペクティブ）の研究系譜があり、両者の
競合（Contested terrain）を統合した理論枠
組みの構築が課題であると指摘する論者もい
る。詳細は、佐藤（2013a）を参照のこと。
4） 呉の造船所で 1919 年、長崎造船所で 1920 年
だとされる（ドーア 1973 → 1993, pp.165-6）。
またゴードンも 1920 年代以前も組織的採用計
画をたて、従業員に職業訓練を施して夜間学校
に通わせる経営者は存在したが、この方式がほ
ぼ全ての大企業で採用されるのは 1920 年代で
あるとする（ゴードン 1985 → 2012, p.127）。
5） 日本労使関係史の時期区分（1850 年～ 1900 年
が間接管理の時期、1900 年～ 1939 年が直接的
管理の時期、1939 年～ 1990 年が組織的に規制
された労使関係の時期、1990 年以降が規制緩
和による不安定的労使関係）を試みたゴードン
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も、1990 年代を、規制緩和を背景に、非正規
雇用が激増し、正規労働者の仕事と賃金が不安
定化した不安定的労使関係の時期とする（ゴー
ドン 2012, p.490）。
6） 諏訪（1999）、諏訪（2002a）、諏訪（2002b）、
諏訪（2004）、諏訪（2007）などを参照して欲
しい。
7） 例えば、「自立した個人がチャレンジ精神を持っ
て一つの理念の下に集う組織」を 21 世紀に生
き残るための経営基盤の一つに謳っている（パ
ナソニック）事例や、これまでは人材育成だっ
たがこれからは「社員のキャリア支援」へと人
事部の目線を変える（コマツ）の事例などから
も伺われる。
8） ちなみに、2004 年に設立された日本キャリア
デザイン学会の学会誌や研究大会等での研究関
心をみても、学校教育と職業キャリアに関連し
た研究テーマが最も多かった。詳細は、学会設
立後 10 年間の研究蓄積を回顧した佐藤（2014, 
pp.62-76）を参照のこと。
9） なお、この間関心の高まった研究テーマに、非
正規労働者の正規労働者への移行問題、女性の
キャリア継続の問題もあるが、本書の他の章で
扱うことからここでの主たるサーベイ対象とは
しない。
10） 加えて企業内訓練校もかつての養成工制度の名
残として存続していたが、その後廃止している
ケースが多い。また理系では学部卒業後、大学
院への進学もかなり増えたとはいえ、文系学部
での大学院進学は依然少数である。また専門職
大学院は主に社会人を受けいれているケースが
多い
11） 教育効果に限界があるとはいっても、大学の選
抜機能の喪失と就職難は、大学で学んだ知識の
有効性について問う必要を高めるわけで、その
ためには①教科的な学力を大学教育の成果に
取り込むこと、②学問の学習というサイクルの
中で、学力と仕事の遂行能力の関連を理解する
こと、③職業教育との比較を行うこと、④仕事
の遂行能力を、反省的に仕事内容を捉え返す能
力まで広げて考えること、が重要である（小方
2011）。
12） 電子データベースから「キャリア」「キャリア
パタン」「キャリアパス」をキーワードとして
検索し（300 本の論文）、33 本を精査した結果
によると、管理職や専門職のキャリアについて
支配的なパタンがエビデンスとともに示され
ているわけではないが、（「新しい」キャリア
よりも）「伝統的な」キャリア（組織内での上
昇移動）が依然として規範的であるとしている
（Vinkenburg and Weber, 2012）。
13） 実際には伝統的キャリア論に馴染む側面と新し
いキャリア論にも馴染む側面の双方が存在す
る。ホワイトカラーのキャリアにも、①内部型
（異動・転勤があり職種も限定されていない大
企業の管理・事務・技術系職種など）、②特定・
異動あり型（異動・転勤あるが職種が限定され
ている新聞記者など）、③やや浅い内部型（自
動車外交販売員など）、④職能型（看護師など
の業務独占資格職など）、⑤「普通の」外部型（中
小企業の総務・事務など）といった多様性（ス
ペクトラム）がみられることを示した佐藤（2001, 
pp.248-249）によると①と②は伝統的キャリア
論に馴染み、④と⑤は「新しいキャリア」論に
馴染むといえる。
14） もっとも仕事経験についていうと、関連ある
仕事経験だけでなく、逆に関連のない仕事経
験＝補完性のないキャリアも存在していること
に注目し、それが日本企業の持つ DC（ダイナ
ミックケイバビリティ）と関連があることを指
摘した研究など（たとえば平野・内田・鈴木
2008）、多様な研究知見の蓄積があるのが現状
だ。
15） ここで、バウンダリーレス・キャリアでは、「組
織が安定的でも階層的でもない」という前提で、
物理的にも心理的にも、組織の境界を超えて移
動するようなキャリアが強調される（Sullivan 
and Arthur 2006）。またプロティアンキャリ
アでは、（組織ではなく）個人が、（昇進ではなく）
自由と成長を価値観にして、移動可能性をもち
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ながら、（地位や報酬ではなく）心理的成功を
成功の基準に、（組織コミットメントではなく）
職務満足やプロフェッショナルコミットメント
を重視する態度が重視される（Hall 2004）。
16） 主要な研究結果として、以下が指摘できる。第
1 に、キャリア志向としては、ソフトウエア技
術者には専門職志向、経営管理志向、社会貢献
志向、自律志向の 4 つが、コンサルタントには
専門自律志向、管理職志向、社会貢献志向、企
業家志向の 4 つがある。第 2 に、ソフト技術者
の約 35％の人が、コンサルタントでは 70％強
の人が組織間移動を経験している。また、ソフ
ト技術者には、「大きな組織で高度なプロジェ
クトに従事し、組織を上手く使いながらキャリ
アを発達させていく（スマートな）キャリア」
が多く、コンサルタントには、「小さな組織で
それほど複雑ではない仕事に従事し、組織を移
ることで新たなチャンスを得る（タフな）キャ
リアが多い、といった特徴がある。第 3 に、キャ
リア志向が明確になることで、知識労働者の学
習は活発になる。とくに経営管理志向や社会貢
献志向は対人的学習を、専門職志向は主体的な
学習を促進する。
17） ちなみに退職シニアの社会参加の研究による
と、「全く地縁のない土地で地域社会に溶け込
むには、社会参加をする等積極的な関わりを持
つ努力をする必要性」を示唆している（片桐
2012, p.203）．
18） これと同様のことは、次の城山と佐高との対談
のなかにもみられる。「忠誠心競争で生き残ろ
うと思ったらつぶれるね。何かクリエイトして
いかないと。会社もそうだし、自分もそうだね」
といい、中高年期の第 2 のキャリアにしても「会
社で世話してもらったら、その後の人生何も言
えない。・・言えないし悪い会社帝国主義みた
いのが残るだけ」。「それより自分の人脈で次の
世界にいくときはいい。会社のためにもいいし、
自分のためにもいい。努めて社外の人と付き合
うことですね」（佐高信 2007, pp136-162）。こ
こにも組織に寄りかからない生き方が述べられ
ている。
19） 「ブルーカラーの世界で自律していくためには、
自分の技能、腕に頼っていくほかはない」ある
いは大企業ホワイトカラーが「自分の子供には、
大工とか専門職のように腕に職を持ち、企業の
枠組みを超えた生き方」をすることを希望して
いるといったインタビュー結果の意味するもの
は重い（上林 2003, pp.275-288）。
20） マネジャーとリーダーの違い、いまリーダーが
求められる理由及びリーダーの役割について
は、佐藤（2013b）「新時代のマネジャー・リー
ダー人材の役割と育成」『生涯学習とキャリア
デザイン』Vol.10 を参照して欲しい。
21） 詳細は、佐藤（2014）を参照して欲しい。
22） Inagami and Whitakker（2005）でも、プロ
フェッショナル化が指摘されていた。
23） ちなみにヘクシャーはプロフェッショナルを
「与えられた職務以上のことをやるモティベー
ションを社員に与えられる」存在とみている（ヘ
クシャー 1995, pp.272-3）。
24） かつての一般社員の仕事を非正規が担い、かつ
てのリーダークラスの仕事を一般社員が担う構
図を、仕事のワンランク・レベルアップと呼ん
だ（佐藤 2007, p.228）。
25） 山本（2005）の組織間キャリア効力、佐藤（2011）
の「自信ある技術分野」（= キャリア・アンカー）、
「おはこ」もこれに類似しているかもしれない。
26） ここで自助とは「個人が個人として自らの課題
処理に当たること」、共助とは「個人が広い意
味での組織や相互連携によって自分たちの課題
処理に当たること」、公助とは「個人や諸組織・
相互連携の域を超えて国家などが課題処理に当
たること」を指す（諏訪 2007, p.300）。
27） 詳しくは、会社は長期的な人材育成を重視する
というものの、技術者は「仕事に追われて、育
成時間が確保されていない」という大手電機
メーカー技術者調査結果（佐藤 2012b）や中小
企業での OJT の機能評価について、企業と従
業員との間に乖離があることを指摘した佐藤
（2012c）を参照して欲しい。
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SATO Atsushi
Change of Community Firm and Career Formation, 
Human Resource Development: 
Focusing on Graduate White-collar Worker
　This paper aims to discuss about change 
of “community ﬁrm” and employee’s career 
formation, or human resource development. 
The concept community ﬁrm means typical 
Japanese employment practice, such as long 
term employment practice in particular 
company as it’s one of characteristics, while 
the concept of career formation and human 
resource development indicates the process 
in which employee’s job related skills and 
knowledge are developed inside or outside the 
ﬁrm.
　This paper aims to explore signiﬁcance and 
challenges of these two concepts by reviewing 
existing literatures over the past two decades 
from 1990’s to early 21st century.
　By the way, why does this paper focus on 
the relationship between employee’s career 
formation and the change of community ﬁrm? 
One of the biggest reasons is that that change 
will make negative impact on long term 
human resource development by the ﬁrm, 
which will force each employee’s responsible 
for their skill development or employability.
　In other words, shifting community ﬁrm 
to market side will expose the weight of the 
term individualized “career” or “training and 
development”. This is reason why changing 
community ﬁrm harmonizes with the term 
individual employee’s career.
　This paper will argue issues above, 
consisting of as following section. After 
introducing our interest, in secion2, rise 
and decline of internal labor market in the 
historical context, and we examine the concept 
of career, and set up three issues based on 
three career phases, which can be divided 
into three phases, that is the early phase of 
career which means from school to work and 
about before middle age, the middle phase 
of career which means from middle age to, 
and the latter phase of career which means 
after retirement from work. From section4 
to section6, we will discuss about main 
problems in each three career phases in terms 
of changing community ﬁrms in Japan, by 
reviewing existing literatures on this theme. 
Lastly, in section7, we conclude our discussion, 
suggesting the importance of preparing work 
place environment for career support or 
human resource development, responding to 
changing community ﬁrms in Japan.
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